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第4期介護保険下の介護保険施設の経営
一2009年第3回改訂の影響一
川瀬善美（白鴎大学教育学部）
はじめに
介護保険制度が2000年にスタートしてから、！0年目を迎えます。
その間、介護事業計画は過去3回改訂され、2009年度には第4期計画が
都道府県、市町村においてそれぞれ策定作業が続けられています。その基
礎である新しい介護報酬も2008年12月26日厚生労働大臣の諮問機関「社会
保障審議会介護給付費分科会」第63回分科会で「2009年度介護報酬改定」
答申案として出されました。
これに伴って都道府県、市町村の第4期介護事業計画は早晩確定され動
き始めるものと考えられます。
ところで、この9年間の介護事業の経営状況はどのようなものであった
かを振り返ってみると、介護保険制度導入前は措置制度によって事業が成
り立つという、営利事業と一線を画す特殊領域（社会福祉は営利を目的と
しない）に属したことから、事業経営を行うに際し、経営についての知識
も技術も必要としてきませんでした。つまり社会福祉法人にとって、福祉
事業を遂行するに際して、経営感覚も営業意識も、サマビス業である自覚
さえ必要とされなかったのです。
ところが、介護保険制度導入により利用形態が措置から契約へ変わり、
利用者負担の方式も応能型負担から応益型負担となり、事業者も規制緩和
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による大規模な民間参入が認められたことから、必然的に介護事業にも市
場原理が持ち込まれ、それに対応した経営が求められることとなりまし
た。
しかしながら、制度導入から9年の歳月を経た現在なお「利用者の利益
優先主義・社会福祉は営利を目的としない主義」を錦の御旗に立て、介護
事業の置かれている市場分析・現状分析を行うこともなく、それに基づく
経営戦略・経営計画を立てることもなく、いたずらに介護報酬改定に期待
するのみというような受け身のまま自立性の乏しい、経営の近代化を進め
られない社会福祉法人が多数存在します。
また、このような経営の旧体質・体制に加えて介護保険制度の過去2回
の介護報酬改定がいずれもマイナス改訂であったこと、さらには介護従事
者の確保が困難になったこと、加えて職員配置の強化・厳格化による人件
費の増大、経営状況の悪化を利用者に転嫁したことと、同時に介護保険法
改正のよる（ホテルコストなど）利用者負担の増加に起因する利用者の利
用控えなどにより、経営状況は一層苦しいものになっています。
このことは、厚生労働省が実施した「平成20年度介護事業経営実態調
査」（2008年4月実施）の結果からも窺い知ることができます。
この調査結果によると、前回調査（平成17年度実施）と比較し、全般的
に収益差率は下がっており、例えば介護老人福祉施設では、平成17年度に
比較すると10．6ポイント減の3．4％まで落ち込んでいます。同様に介護老人
保健施設では5ポイント減の7．3％となっています。
この原因を厚生労働省は、下記のように分析しています。
○平成17年度調査と比較し収支差率が低下しているサービスの多くに
ついては、人件費の伸び等を背景に支出が増加している傾向にあ
る。
○また、前回調査と比較して収支差率が増加しているサービスについ
ては、利用者1人当たりの収入が増加しているサービスや、職員1
人当たりの訪問回数が増加しているサービスがある。
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○地域別には、特別区（東京23区）は職員1人当たりの給与が高いこ
とに、収支差率が低い傾向にある。
○規模別には、小規模の事業所の収支差率が低い傾向にあり、これは
特に人件費比率が高いことが影響している可能性がある。
したがって、このような状況下にある介護事業にとって、今回の介護報
酬改訂については、経営者のみならず従事者も大きな期待感を持っていま
した。
今回出された介護報酬改定の中身としては、介護報酬率を全体として
3．0％引き上げる（うち在宅分1．7％、施設分L3％）というものでした。今
回出された3．0％という引き上げ幅は、当初予測されていた引き上げ幅か
ら考えて若干大きなものでした。これは、2008年10月、政府与党が緊急に
介護報酬引き上げのために1200億円の予算を追加したことにより実現し
た、いわば政治決着、政治的配慮といえます。
この背景には、最近の介護事業・サービスの職員確保が困難である状
況、介護職員の労働条件の劣悪さがマスメディアで喧伝され、介護事業者
確保と定着に関する状況が一層悪化していることへの対応が考えられま
す。
確かに、介護従事者の離職率が高く（介護従事者21．6％、全産業平均
15．4％厚生労働省「介護福祉士等現況把握調査」2008年）、特に大都市
部に於いては人材の確保が困難な状況となっており、たとえば、東京都で
は介護従事者の有効求人倍率が4倍というのが現状です。
この現状を踏まえ、政府与党は2008年の通常国会で「介護従事者等の人
材確保のための介護従事者の処遇改善に関する法律」を成立させました。
そして、これを具体化するため2008年10月30日に政府・与党は「介護従事
者の処遇改善のための緊急特別対策」として、2009年度介護報酬改定率を
3．0％とすることを打ち出したのです。
報酬を3％引き上げると全国の介護事業者の収入は計約2300億円増える
とし、常勤換算で全国に約80万人いる介護従事者の給与を月額2万円引き
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上げるのに必要な費用約1900億円を上回るので、事業者が職員給与を引き
上げるであろうという趣旨の発言を厚生労働省幹部が行っています。
さらに、2008年10月31日の記者会見で、舛添厚生労働大臣も「現場で働
く方の月給が2万円くらい上がるかなという感じ」と発言し、このことに
より「賃金2万円アップ」が政治メッセージとして一気に広がりました。
その結果、この厚生労働大臣の発言が一人歩きし、2009年4月から介護
従事者の給与が月2万円引き上げられるという根拠に乏しい話が全国的に
広がり介護従事者のみならず経営者の間にも誤解と混乱を招く結果となり
ました。
しかしながら、過去2回の介護報酬改定では、2003年度改訂では、マイ
ナス2．3％、2006年度改訂ではマイナス2．4％とそれぞれマイナス改訂であ
り、今回はそのマイナス分が少しだけ戻されたと言うことにすぎないので
す。そして、介護事業・サービス経営にとって、今回の介護報酬の引き上
げは悪化していた経営状況を建て直す程度にすぎないのです。したがっ
て、報酬引き上げによる増収分を介護従事者の給与の引き上げに振り向け
ないであろうということが予測されます。
さらに、今回の報酬改訂は、従事者確保がより困難な状況になっている
東京・大阪を中心とした大都市圏と、比較的労働条件が良好であるが故に
従事者確保が比較的順調に行われ、従事者の定着率の高い規模の大きな法
人に手厚く配分される内容となっています。それ以外の地域の事業者や小
規模の事業者にはそれほど恩恵がもたらされない介護報酬改定となってい
ることから、地方あるいは小規模の事業に就労する従事者にとって賃金引
き上げは無縁ということになりそうです。
また、介護従事者の給与はそれぞれの事業者の経営状況や、従事者の雇
用形態、勤続年数、職種、資格などで異なり、単純に一律アップとは行か
ないことも当初から想定されていました。介護従事者にとって賃金の大幅
引き上げは淡い期待に終わることは明白です。
そもそも、従事者の賃金は事業者と従事者との間の私的取り決めという
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部分が多く、たとえば最低賃金法に定められた最低賃金を下回るような場
合を除いて具体的な金額や、引き上げについて行政が関与する範疇にない
のです。
今回の分科会答申は、政府・与党が「職員の処遇改善のための緊急対
策」を打ち出し1200億円の追加予算を決めた時点で介護報酬3．0％アップ
が決まり、事業者に「介護職員の処遇改善と定着促進」を図らせるために
は、どの部分に加算すれば目的が達成できるかに腐心した結果ともいえる
のです。
したがって、介護給付費分科会で行われた論議の中心はこの介護報酬
3％引き上げという既定化された事実を踏まえ、この「介護職員の処遇改
善と定着促進」という大命題実現のため3％アップ分をどのように方向付
け、振り分けるかと言うことに置きながら、それと併行して、増え続ける
「認知症」対策、医療保険との関係で介護施設等にその役割を傾斜させつ
つある「終末期・看取り」対策、さらには「喀疾吸引」や「経管栄養」な
どを必要とする利用者の割合が高くなっている介護と医療の連携への対策
などの方向付けと振り分けに移っていました。
2008年12月26日に出された介護給付費分科会「答申」から、その方向性
と今後の介護保険を考えるため、「答申」の基本的視点を見ることにしま
す。
（1）介護従事者の人材確保・処遇改善
○夜勤など負担の大きな業務に対して的確に人員を確保する場合
に対する評価。
○介護従事者の専門性等のキャリアに着目した評価
○介護報酬制度における地域差の勘案方法（地域区分毎の単価設
定）等の見直し
（2）医療との連携や認知症ケアの充実
○医療と介護の機能分化・連携の推進
○認知症高齢者等の増加を踏まえた認知症ケアの推進
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（3）効率的なサービスの提供や新たなサービスの検証
○介護サービス事業の効率化を図るため、人員配置基準等の見直
しを行う
○新たに導入された各種サービス（新予防給付、地域密着型サー
ビス等）の評価・見直し
以上の点を基本的視点として挙げています。
そこで、この基本的視点に沿って今回の介護報酬改定が今後の介護事業
経営にどのような影響をもたらし、課題となるかについて考えてみたいと
思います。
ただし、今回は「白鴎大学教育学部論集」の分量規定により紙面が限ら
れていることから、テーマを介護報酬改訂の中心的な課題である「介護従
事者の人材確保と処遇改善」ということに絞って考えてみることにしま
す。
第1章介護従事者の人材確保と処遇改善のための賃金引上げ
今回の介護報酬改定の最初に取り上げたのがこの項目です。
具体的には、施設における夜勤業務負担への評価、重度・認知症対応へ
の評価や訪問介護におけるサービス提供責任者の緊急的な業務負担につき
評価を行うなど、各サービスの機能や特性に応じ、夜勤業務に対して的確
に人員を確保する場合の評価を行うとしています。
例えばそれは、居宅系サービスでは、
訪問介護サービスの場合、事業所の訪問介護員総数のうち介護福祉士の
占める割合が30％以上、または介護福祉士、介護職員基礎研修課程を修了
した者、及び1級ヘルパー課程を修了した者の割合が50％以上である場
合、特定事業所加算として所定単位の20％増しとするとしています。
通所介護サービスでは、介護職員総数に占める介護福祉士40％以上であ
る場合、サービス提供体制強化加算（1）として12単位（1単位＝基本的
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には10円）を加算する。
さらに職員総数のうち、勤続年数3年以上者の割合が30％以上である場
合、サービス提供体制強化加算（H）として6単位加算としています。
施設サービスとしては、
介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）では、介護職員総数のうち
介護福祉士の占める割合が50％以上の場合、サービス提供体制強化加算
（1）として12単位加算、看護・介護職員総数のうち常勤職員の占める割
合が75％以上である場合、サービス提供体制強化加算（∬）として6単位
加算、直接サービスを入所者に提供する職員総数のうち勤続年数3年以上
者の占める割合が30％以上の場合、サービス提供体制強化加算（皿）とし
て6単位加算としています。
介護老人保健施設では、同様に介護職員総数のうち介護福祉士の占める
割合が50％以上の場合、サービス提供体制強化加算（1）12単位加算、看
護・介護職員総数のうち常勤職員の占める割合が75％以上の場合、サービ
ス提供体制加算（II）6単位加算、直接サービスを入所者に提供する職員
総数のうち勤続年数3年以上者の占める割合が30％以上の場合、サービス
提供体制強化加算（皿）として6単位加算としています。
このことにより、厚生労働省は介護職員の定着率を高め、さらにより質
の高い有資格者をより多く配置させることにより専門性の高い強い介護事
業者を育成することが介護事業の安定に繋がると考えていることがうかが
われます。
しかしながら、今回の介護報酬改訂により直ちに介護職員の労働条件が
向上し、それにより介護事業への入職率・定着率が高まるとは考にくいの
です。
理由はいくつか考えられます。
まず、絶対的な人材不足です。1987年「社会福祉士及び介護福祉士に関
する法律」成立以降、20年問にわたり総数64万人の介護福祉士を世に送り
出してきました。しかし、現在その資格を生かし社会福祉現場で働いてい
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る者は45万人にすぎない現実があります。
資格を有しながら社会福祉の職場で働いていない約20万人はサービス
業、製造業に流れてしまっています。（厚生労働省「介護福祉士等現況把
握調査」2008年7月）
さらに「社会福祉士及び介護福祉士に関する法律」が2007年に改正さ
れ、2012年度からは、新制度による国家試験が実施されます。つまり従来
は各養成校内で行われていた資格試験が、全国統一国家試験として行われ
ることになります。
これにより、養成校のアドバンテージ（有利性）が失われる結果、養成
校卒業者でも国家試験の合格率が45％前後と予想され、当然ながら養成校
から送り出される介護福祉士の数が減少することが懸念されます。すでに
統一国家試験方式に変わったことから定員割れを起こしている養成校も見
られる事実もあり、介護福祉士の獲得はますます難しいものとなると考え
られます。
また、介護福祉士不足の原因の一つとして、まず賃金の低さが挙げられ
ます。
福祉・介護分野の仕事を辞めた理由は、①給与等の労働条件が悪いため
32．2％、②仕事の内容がきついため24．7％、③体調を崩したため20．1％。
また、資格を有しながら福祉・介護分野で就労しなかった理由は、①給
与・諸手当が低い35．3％、②夜勤や休日出勤など不規則2L7％、③仕事が
きつく体力的に不安20．3％が挙げられています。（厚生労働省「介護福祉
士等現況把握調査」2008年7月）
確かに介護職員（正職員）の1ヶ月の所定内賃金は平均21万7300円で、
そのうち介護福祉士19万4600円、ヘルパー17万5200円は、産業別・男女別
1ヶ月の平均所定内賃金で最も低い製造業・女性の1ヶ月の所定内賃金平
均の23万9830円（財団法人労働賃金研究所調べ）に比較しても、きわめて
低劣であり、日本介護福祉士協会が会員介護福祉士に対して2006年に行っ
た「人材確保に関するアンケート調査」の「介護職が定着しない理由」に
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対する回答として、「給与が安すぎる」が83％であったことから、今回の
介護報酬改訂による若干の給与のアップは介護従事者の離職に対する多少
の歯止め効果は考えられるでしょう。
若干と言ったのは、先に述べた1ヶ月の給与が2万円アップするという
誤った情報が広く流布しており、経営者としてはこれをまったく無視して
給与改定を行うことは、事実3％介護報酬が引き上げられた2009年度に
限って言えばできにくいと考えられるからです。
では、どのくらいのアップとなるでしょうか。これを考える手掛かりと
して、介護報酬改訂の答申があった翌日の新聞記事を取り上げてみます。
「アップ分はすべて給与に充てるつもりだが、常勤でも1人につき月
2000円～3000円になるかどうか。東京都小平市で通所介護事業所を運営す
るNPO法人地域福祉ネットワーク第二こだまの理事長はため息をつく。
・中略…第二こだまのような通所介護は、①介護福祉士が40％以上配置さ
れている、②介護職員の勤続年数が3年以上である者が30％以上である、
この条件のいずれかを満たせば加算される。第二こだまはデイサービスが
中心で、最も軽い「要支援」から最も重度の「要介護5」までの高齢者
30人が通い、月200万円前後の収益がある。理事長の試算では、改訂で月
5万円程度の加算になる。スタッフは常勤4人だが、散歩などを行うこと
もあって手厚い配置をしており、職員数は30人以上になる。5万円を全部
人件費に回しても大した額にはならない。」（毎日新聞朝刊2000年12月27日
付）
この記事に代表されるように2000円から3000円程度の引き上げとならざ
るを得ないと考えます。
また、2000円～3000円程度にならざるを得ない理由の一つとして、2005
年6月の「介護保険法改定」により厚生労働省の発表でも受給者1人当
たりの介護費用の平均伸び率について受給者全体で6．9％、居宅サービス
3．3％、施設サービス10．6％の低下になったという事実があり、これは、単
純に考えても入所者100人規模の介護保険施設で年間1000万円～3000万円
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の減収になったこと、利用者30名の通所介護施設では年間500万円～700万
円の減収になったことを示すものです。この減収分が容易に回復できてい
ない現状があるからです。
今回の介護報酬の改訂程度では、この減収分の補填で消えてしまい、人
件費をアップさせるには至らないのではないかと考える方が自然でしょ
う。
また、2005年の「介護保険法改正」によるホテルコスト・食費の自己負
担化に伴い、厚生労働省が示した想定負担額は、介護老人福祉施設（ユ
ニット・個室タイプ）では全国平均月14万5000円で、これがまさしく現実
のものとなっています。
さらに、介護老人福祉施設を見てみると、その多くは施設の建て替え
時期に入っており（1980年代建設23．7％、1990年代建設41．5％、2000年代
22．6％、特に1970年代建設も10％近く存在するのが実態）、施設の建て替
えや大規模改修が必要となってきています。しかし、立て替えのための費
用助成の方式が変わり、現行の福祉空間整備費助成では建設費用の約30％
しか出なくなったことから、建設費用の償還を利用者に転嫁させる結果に
つながっています。
また、施設の建て替えに際して、厚生労働省はより利用者負担が必要と
なるユニットケア・個室タイプのいわゆる「新型特養」のみを認めるとい
う実情があります。この結果、利用者が1ヶ月に支払う費用17万円という
のも特殊ケースではなくなりつつあります。
このように、利用者の負担額は増加、高額化の一途をたどっています。
利用者負担の高額化は、利用者の利用控え、施設から自宅へ、より安上が
りの代替施設へのUターン現象を生み出すことにつながります。
かつて、ドイツ介護保険において利用者負担が年金受給額を超えそうに
なった時、施設からのUターンが起こったことからも、その可能性が充分
考えられます。
私は、2005年の法改正によるホテルコスト・食費の自己負担化により、
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利用者の負担額の限界点は、国民年金の満額受給額が月6万6000円程度で
あることを勘案して、月10万円であろうと予測しましたが、現在すでにそ
の額を大きく踏み超えています。ちなみに、その時の厚生労働省試算で
は、ユニット・個室型の特別養護老人ホームで、前述の14万5000円でした。
さらに、高齢者専用賃貸住宅や住宅型有料老人ホーム、低価格タイプの
介護付き有料老人ホームの出現は高齢者向け施設経営を危ういものとして
います。
その様な状況下で、わずかばかりの介護報酬引き上げによる増収分を容
易に人件費に配分するとは考えにくいからです。
それどころか、人件費比率を引き下げることによりコストカットを図る
ため、介護職員の主体がヘルパーとなっている現状もあります。（介護労
働安定センター調査2007年「介護労働者の保有資格」①ホームヘルパー2
級47．6％、②介護福祉士25．7％、③看護師・准看護師13．7％、④介護支援
専門員10．1％）
また、非正規職員が30．3％（厚生労働省2008年7月「介護福祉士等現況
把握調査による」）という状況もあります。
そうした現状が、介護事業者が最近行った経営努力として「人件費総額
を圧縮した（給与水準切り下げ、人員削減）」を挙げた事業所が18．5％（介
護労働安定センター調査2007年）となって表れています。
第2章労働環境改善の必要性
前述の理由から、今回の介護報酬改定により介護従事者が期待するよう
な賃金アップはないと考えます。従って、大きく賃金構造を変えること
や、賃金の大幅アップを行うことで、介護従事者の新たな獲得や定着の促
進を図ることが困難であるとするならば、その他の労働環境の改善に目を
向ける必要があり、重要であると考えます。
2008年6月16日付毎日新聞記事によると、介護職員の約80％が「業務量
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が多い」と感じていると伝えています。さらに同記事によると、その他の
声として「労働時間が長い。残業が多い。有給休暇を含め休みが取れな
い。」とし、その結果として「介護職員に疲弊感が生じ、仕事に対する士
気の低下を生じている。さらに、時間の無さ、繁忙感がサービスの質・量
を犠牲にしている。」とし、介護職員の声として「もっと利用者に接する
時間を持ちたいが、時間が無い。忙しくて利用者への対応が機械的・流れ
作業的になってしまう。」とサービス低下の現状さえ訴えています。また、
利用者の声として「介護職員が忙しそうで声を掛けづらく、介助の希望を
言いづらい」と、それを裏付けています。
また、日本医労連の2007年の調査によると「仕事を辞めたいと思う主な
理由」として、
①賃金が安い50．3％、②忙しすぎる45．6％、③仕事の達成感20．9％、④
社会的評価が低い15．7％、⑤家族に負担15．7％、⑥夜勤がつらい11．8％、
⑦休暇が取れない11．8％、⑧人間関係11．4％、⑨健康不安10．4％、などと
しています。
さらに、厚生労働省の「介護福祉士等現況把握調査」2008年7月による
と「現在の仕事を続けていく上で改善して欲しいこと」として、
①資格に見合った給与水準に引き上げる60．7％、②経験に見合った給与
体系の構築40．6％、③作成書類の軽減など事務作業の効率化・省力化を図
る28．4％、④社会的評価を向上させる27．0％、⑤有給休暇や育児休業等の
しやすい環境整備22．4％、⑥有資格者のキャリアアップの仕組みを構築す
る12．0％、⑦労働時間を短縮する9．1％、でした。
このデータを基に、介護職員の処遇改善について考えてみたいと思いま
す。
介護保険事業が、介護報酬の設定が国によって行われる制度内ビジネス
である点、さらに現状の介護報酬額では賃金を大幅に引き上げることが不
可能であることについては繰り返し述べてきたので、その他の要因を改善
することができないのかについて考えてみることにします。
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まず、「仕事が忙しすぎる」ことについて考えてみます。介護従事者に
は様々な職種があります。その中で特に繁忙を訴えているのがケアマネ
ジャー・生活相談員と、介護に直接関わる職員（介護福祉士・ヘルパー2
級職員）でしょう。
しかし、両者め間でP忙しすぎる」と言う中身に大きな違いがあります。
ケアマネジャー・生活相談員の多忙さは多種多様の書類作成と会議の多
さに起因しています。それに対して直接介護に関わる職員の多忙さは、コ
アの介護サービス以外のサブ・サービスの多さに由来していると多くの介
護現場を見てきた経験から考えます。
ケアマネジャー・生活相談員の作成している書類・資料の量は確かに膨
大です。これについては、厚生労働省をはじめとする行政が、このことに
着目し、提出書類や残しておかなければならない書類のスリム化に率先し
て着手することが絶対量を削減する上で不可欠です。しかし、よく見ると
内容が重複する書類・資料を作成していたり、二重に保管していたり無駄
な作業が多数含まれていることに気づきます。今一度、自分たちの作成し
ている書類・資料について点検してみる、特に何の為に作成しているのか
即座に答えられないようなものは廃止する必要があります。会議について
も同様で、出席メンバーを絞り込む、議題・資料は事前に配布し読んでか
らの出席を励行することによって、会議のスリム化と時間短縮が図れま
す。
一方、直接介護に携わる職員の多忙については、過剰サービスに起因し
ています。利用者の立場に立ったサービス提供をスローガンに掲げる施設
が多数見うけられますが、よく観察してみると、利用者自身が少し努力を
すると出来ることも、利用者が努力することを待たずに介助等を行ってい
る場面に遭遇する事があります。手の出し過ぎが、自分自身の仕事量を増
やしているのだということに気づく必要があります。
また、利用者教育を積極的に行う必要があります。過剰サービスを受け
ることは自分自身にとって良いことではないと認識してもらう必要があり
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ます。出来る事・出来そうな事は自分で行ってみるという姿勢を定着させ
ることです。ファストフード店で多く見られるセルフサービス・スタイル
をイメージすると分かるように、顧客教育の在り方によっては、セルフ
サービスは顧客満足度を下げたりしないのです。
さらに、介護職員の過剰サービスは介護職員自身の満足度を高めるに過
ぎないということを認識する必要があります。
同時に、施設経営者は有料老人ホーム事業大手であるメッセージ社の自
社介護職員に対するアンケート調査による、「1番嫌いな業務＝洗濯物た
たみ」が挙げられていたことに注目する必要があります。つまり、職員は
コアのサービス・業務の多忙さには耐性があるが、サブのサービス・業務
の耐性は弱いということを示していると思われます。
これは、社会的評価が低いという不満を重ね合わせると理解しやすい。
この場合の「社会的評価」とは施設・法人内での社会的評価という場合が
多く、看護師、社会福祉士への評価・処遇と比較して介護福祉士の評価・
処遇の低さへの不満と考えられます。まして、2級ヘルパーに対するもの
はきわめて低いことへの不満です。
介護労働安定センターが2007年に実施した「事業所における介護労働実
態調査」によると、介護職員の平均賃金は19万29587円（月額）に対して、
看護職員は25万6126円、ケアマネジャー・生活相談員（社会福祉士である
ことが多い）は23万1576円という賃金格差が存在するとなれば、一層不満
が欝積されていることになります。
また、同調査によると1ヶ月の労働時間が、介護職員が145．0時間、看
護職員は132．2時問、ケアマネジャー・生活相談員は149．4時間という結果
もあります。
従って、評価・処遇を高める試みが必要であり、具体化することが直接
介護に携わる職員の業務へのモチベーションを持ち続けさせるために不可
欠です。
介護職員のプライドを満足させるためには、彼らの業務をコア・サービ
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スに集中させることが必要です。．しかし彼らが日常的に行っている業務に
は様々サブ・サービスが含まれています。先ほど紹介した洗濯・洗濯物た
たみ、清掃・施設内整頓等という業務がそれに当たります。この業務を
「家族会」の協力を仰ぐという取り組みを行うことで、問題は緩和されま
す。
また、スキルアップ、キャリアアップを支援していくことも重要です
が、研修の実態は、前述の介護労働安定センターの「事業所における介護
労働実態調査」によると、
人材育成のための方策について、
自治体・業界団体主催の研修会への参加支援52．6％、
次いで、採用時の研修・教育35．4％、
人材育成の取り組みにあたっての問題点は、
日寺問がない52．2％
採用時期が別々で効果的な育成が出来ない30．1％
費用に余裕がない30．0％
教育・研修内容は、
介護技術・知識70．4％
接遇・マナー64．3％
感染症予防対策60．6％
という状況でした。
このことからも分かるように、実施時期も採用時に集中しておりその後
は行われていないことが多く、さらに、採用時以降の教育・研修の多くは
法人・施設内で独自で行われていないことが多い点も分かりました。特に
問題は、職員のスキルアップ・キャリアアップを掲げながら、彼らがキャ
リアアップのために望んでいる介護福祉士試験や、ケアマネジャー資格試
験の対策講座などはほとんど実施されていない。資格等は自助努力で勝ち
取れ、しかしその努力によって得られた資格等は施設運営上で役立たせて
もらうというところに、介護事業全体が介護職員を使い捨てとしか考えて
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いないのではないかとの体質が見えます。
そのことに、介護職員が将来に不安を感じる要因が隠されていると事
業経営者は気づく必要があります。日々の業務のなかで行われるOJTや
OFF・JT、さらには外部研修への派遣について真剣に検討する必要があり
ます。
また、外部研修や業界団体が主催する研究発表会への派遣は日々の業務
に埋没し、閉塞感が蓄積されがちな介護職員の開放と刺激となるというこ
とを積極的に評価し直す必要があります。
さらに、この延長線上に、いま介護事業の中で盛んに言われている賃金
体系の見直し（能力給の導入）のための職務と職能評価の基準をどのよう
に策定するかという問題解決の鍵が隠されていると考えます。つまり、入
職1年、3年、5年、10年目などの職務・職能としてどの程度の事を期待
しているかの検討があり、それに基づく教育・研修が行われる必要があり
ます。特に、中間管理職育成のため教育・研修は急務であります。それに
より、初めて計画に基づく教育・研修と呼べることになります。
とすると、教育・研修計画の検討作業を行う中で、同時並行的に職務・
職能評価基準が作られて行くことになるからです。
職務・職能評価基準は法人・施設・事業所内で職員参加の下で作られな
ければならないので、教育・研修計画も職員参加で作られることになりま
す。従って、職員の望む教育・研修が行われることにもなります。また、
職務・職能評価基準の無い能力給制度はありえないからです。
おわりに
介護事業は、2000年制度スタート時点の「介護バブル」といわれた短い
一時期を除いて、経営の困難さ・複雑さが一層進んできていると考えま
す。
2008年8月厚生労働省が介護報酬改訂にあたり「全国介護保険担当課長
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会議」を開催しその基本方針を示した際、「第3期に大幅な制度見直しを
行った。また、10年以上経過する第5期にあっては制度見直しを行う可能
性がある。したがって、第4期は大幅な制度改正は行わない。」と説明し
ました。
来る第5期（2012～14年度）に大幅な制度改正が予定されていることを
窺わせます。
その主要因になりそうなのが、現在政府与党で検討されている消費税の
引き上げです。我が国の社会保険の財政状況から、消費税率引き上げは不
可避であろうと考えます。その引き上げ幅がどの程度になるかによって
は、影響は大きいと思われます。
小さければ、財源確保のため利用者負担が2割負担となると考えられま
す。現在、我が国の社会保障費の内訳は、年金保険と医療保険の財政負担
分が約75％を占めていることから、消費税率引き上げによって生じた増収
分の多くは、年金保険・医療保険に振り分けられ、介護保険等に振り分け
られないからです。また、大幅引き上げされた場合も、一般国民の負担増
に呼応して利用者にも応分の負担を求めることになると予想されるからで
す。
いずれにせよ、高度の経営判断が求められます。
介護事業の大半は、対人サービス提供を主な商品としており、極めて集
約的な事業です。したがって、職員をどのように獲得・確保するかに今後
の事業展開は係っています。それは、コンプライアンスを遵守しなければ
事業が出来ないという単純な問題だけにとどまらず、絶対的な職員不足の
中では、次の事業展開をしようにも出来ないからです。職員確保と処遇改
善は第5期に予想される様々な事態に備えるためにもお座なりに出来ない
問題であるという認識を強く持つ必要があります。
次回は、（その2）として今回の介護報酬改訂の他の柱である「認知症
介護と介護事業経営」について考えたいと思います。
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